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平成２４年１１月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 取立金請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年９月２０日 

 

判     決 

原告          国 

被告          Ｙ株式会社 

 

主     文 

１ 原告の主位的請求を棄却する。 

２ Ａ株式会社を新設分割会社とし被告を新設分割設立会社とする平成２２年３

月１８日に効力が生じた会社分割を、５２０万円の限度で取り消す。 

３ 被告は、原告に対し、５２０万円及びこれに対する本判決確定の日の翌日か

ら支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

４ 原告のその余の予備的請求を棄却する。 

５ 訴訟費用は、これを２分し、その１を原告の負担とし、その余を被告の負担

とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

（主位的請求） 

（１）被告は、原告に対し、５２０万円及びこれに対する平成１６年７月８日か

ら支払済みで年６分の割合による金員を支払え。 

（２）訴訟費用は被告の負担とする。 

（３）（１）につき仮執行宣言 

（予備的請求） 
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（１）主文第２項に同じ。 

（２）被告は、原告に対し、５２０万円及びこれに対する平成１６年７月８日か

ら支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

（３）訴訟費用は被告の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１（１）本件は、預託金会員制のゴルフクラブの会員に対し滞納租税債権に基づ

き差押えをし取立権を取得した原告が、当該ゴルフ場を経営していた会社

を新設分割したことにより当該ゴルフ場の事業を承継した被告に対し、主

位的に、被告が従前のゴルフクラブの名称を引き続き使用していることか

ら、前記会員に対し会社法２２条１項の類推適用により預託金を返還すべ

き義務を負い、原告は同返還請求権を差し押さえたことにより取立権を有

すると主張して、取立権に基づき預託金５２０万円の返還を求めるととも

に、予備的に、前記会社分割が詐害行為に該当すると主張して、前記会社

分割を５２０万円の範囲で取消し、併せて同額の価格賠償を求める事案で

ある（なお、附帯請求は、原告が取立権に基づき前記会員を退会させる意

思表示をし預託金の返還を請求した日の翌日である平成１６年７月８日か

ら商事法定利率年６分の割合による遅延損害金を求めるものであり、上記

起算日及び利率につき当事者間に争いはない。）。 

（２）なお、原告は、予備的請求につき、後記争点（２）に適示する取立権に

基づく詐害行為取消権の行使と、後記争点（３）に適示する債権者代位権

に基づく詐害行為取消権の代位行使とは、選択的併合の関係にあると主張

するが、両者はいずれも滞納会社が被告に対して有する詐害行為取消権を

行使するものであって、別個の請求と捉えるべきものではなく、同一の請

求について複数の攻撃方法が主張されている場合に過ぎないというべきで

ある。 

２ 前提となる事実（証拠を挙げていない事実は当事者間に争いがない。） 
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（１）本件ゴルフ場について 

Ａ株式会社（以下「Ａ」という。）は、株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）

から、ゴルフ場用地を賃借し、「Ｙカントリー倶楽部」という名称の預託金

会員制のゴルフクラブ（以下「本件ゴルフクラブ」という。）が設けられて

いるゴルフ場（以下「本件ゴルフ揚」という。）を経営しており、本件ゴル

フ場の事業主体を表示する名称として「Ｙカントリー倶楽部」を用いていた。 

（２）原告の滞納会社に対する差押えと前回訴訟 

ア 株式会社Ｃ（以下「滞納会社」という。）は、平成３年８月２日、Ａと

の間で、本件ゴルフクラブの入会契約を締結し、Ａに対し、預託金５２０

万円を支払い（以下「本件預託金」という。）、本件ゴルフクラブの会員

権（以下「本件ゴルフ会員権」という。）を取得した。 

イ 原告は、平成１５年９月８日、滞納会社に対する租税債権を徴収するた

め、国税徴収法６２条の規定に基づき、本件ゴルフ会員権（ゴルフ場及び

その付属施設の優先的利用権及び本件預託金の返還請求権（以下「本件返

還請求権１」という。）を含む。）を差し押さえた上、Ａに対し、差押通

知書を送達した。これにより、原告は、国税徴収法６７条１項の規定によ

り、被差押債権である本件ゴルフ会員権の取立権を取得した。 

その後、原告の徴収担当者は、平成１６年７月７日、Ａに対し、取立権

に基づき、滞納会社を本件ゴルフクラブから退会させる意思表示をし本件

預託金の返還を求めたが、Ａは、預託金の据置期間の延長決定等があった

ことを理由に支払に応じなかった。（甲４の１） 

ウ 原告は、平成２１年３月４日、Ａに対し、差し押さえた本件返還請求権

１に基づく給付（前記退会の日の翌日から商事法定利率年６分による遅延

損害金を含む。）を求める訴訟を当庁に提起し（札幌地方裁判所岩見沢支

部平成●●年（○○）第●●号取立金請求事件。以下「前回訴訟」という。）、

同裁判所は、同年１１月６日、預託金の返還に係る据置期間の延長決定等
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の効力は滞納会社に及ばないとして、原告の請求を認容する判決（仮執行

宣言付）を言い渡した。（甲４の１） 

エ Ａは、同月２４日、前回訴訟につき札幌高等裁判所に控訴したが、同裁

判所は、平成２２年４月２３日に控訴棄却の判決を言い渡した。Ａは、同

年５月７日、最高裁判所に上告及び上告受理申立てをしたが、札幌高等裁

判所は、同年７月１６日、上告却下及び上告受理申立却下の各決定をした。 

（３）本件会社分割前のＡによる通知 

ア Ａは、平成２２年１月２２日、本件ゴルフ場の理事及び主要な本件ゴル

フクラブの会員（以下、単に「会員」という。）に対し、①預託金の返還

が困難であること、②預託金の返還を行うためには会社分割によりＡから

ゴルフ場運営部門を承継する新会社を設立させるとともに、吸収分割によ

りＢから本件ゴルフ場不動産を新会社に承継させること、③Ａは特別清算

手続を申立て、その手続を通じて預託金債務を大幅に減額する内容の権利

変更を行い、Ａが保有する新会社株式をスポンサーとなる者に売却するこ

とにより、権利変更後の預託金債務の返済原資とすることを説明し（以下

「理事等説明会」という。）、「「Ｙカントリークラブ」の現状及び今後

について」と題する説明文を配付した。（乙１、弁論の全趣旨） 

イ Ａは、平成２２年２月９日、滞納会社を含む全ての会員に対して、同月

２６日に預託金債権の取扱いに関する会員説明会（以下「本件説明会」と

いう。）を実施する旨記載した「会員様ご説明会開催のご案内」と題する

案内文（以下「本件案内文」という。）を送付した。本件案内文を送付す

るに際し、Ａは、本件説明会に欠席した会員については、後日、同説明会

において配付された資料を郵送する旨を本件案内文に記載した。（乙２、

弁論の全趣旨） 

なお、Ａは、上記案内文を原告に対して送付しなかった。（弁論の全趣

旨） 
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ウ Ａは、平成２２年２月２６日、本件説明会を開催し、事前に行った理事

等説明会における前記①から③の説明内容に加えて、ゴルフ場プレー権及

び預託金の取扱いについて説明を行うとともに、説明内容をまとめた資料

一式（以下「本件資料」という。）を配付した。（乙３） 

その上で、Ａは、会員等に対し、特別清算手続申立てについて理解を求

め、同意する場合にはＡに対し、その旨記載した同意書を提出するよう要

請した。（弁論の全趣旨） 

エ（ア）本件資料のうち、資料１「「Ｙカントリークラブ」の現状及び今後

について」の冒頭部分には下記の記載があった。 

記 

当社（Ａ。以下同じ。）においては、会員の皆様の「プレー権」を確

保すべく、検討を重ねて参りました。その結果、法人格を異にする新会

社に対して「Ｙカントリークラブ」の運営事業を承継させることが最良

の方策であるとの結論に達しましたので、今後、当社ゴルフ場事業を継

続するために必要不可欠な資産を新会社に移転させるとともに、事業の

収益に応じた適正規模の負債を新会社へ承継させることとし、会社自体

は清算させるという方法を採用することといたしました。 

（イ）前記資料１の第２「再建スキームの概要・趣旨等について」の部分

には下記の記載があった。 

記 

１ 再建スキームの概要 

① 当社は、新設分割（以下「第１次会社分割」といいます。）によ

り法人格を異にする新会社「Ｙ株式会社」（仮称。以下「新会社」と

いいます。）に対し当社ゴルフ場運営事業に必要な資産（ゴルフ場不

動産施設の他、Ｂに対する敷金債権約金２７億円も含みます。）を新

会社へ移転させるとともに、事業の収益に応じた適正規模の負債を新
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会社に承継させることとし、当社自体は本説明会後に解散し（平成２

２年３月中旬ころを予定）、同年４月上旬ころに会社法上の特別清算

開始申立を行う予定です。 

②及び③ （略） 

④ 新会社が運営する「Ｙカントリークラブ」に新たに入会される会

員の皆様の預託金につきましては、今後予定している特別清算手続に

おける権利変更後の預託金債務を当社から免責的に債務引受すると

ともに、新会社において会員の皆様のプレー権を従前どおり保障いた

します。 

⑤ 他方、新会社が運営する「Ｙカントリークラブ」に入会されない

会員の皆様の預託金につきましては、第１次会社分割対価をもって、

今後予定している特別清算手続における権利変更後の預託金債務を

当社においてお支払いいたします。 

⑥ （略） 

（ウ）前記資料１の第５の１「新会社が経営する「Ｙカントリークラブ」

の会員となられる場合」の（２）「預託金債権について」の部分には

下記の記載があった。 

記 

預託金債権については、会員権の口数毎に（※）（下線部原文ママ

以下同じ。）、当社の特別清算手続における協定案認可決定の確定を

条件として、２万円以下の部分までの金額とこれを超過する部分の

２％相当額との合計額を新会社が債務引受し、同合計額を額面とする

新会員権証書を発行・交付する予定です。（※）上記弁済率は暫定的

なものであり、当社ゴルフ場運営事業の価値に関するスポンサー候補

者の意向等によっては上記弁済率等が変動する場合もありますので、

この旨ご了承下さい。 
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（エ）また、前記資料１の第５の２「「Ｙカントリークラブ」を退会され

る場合」の（２）「預託金債権について」の部分には下記の記載があ

った（以下、上記（ア）から（エ）までの記載部分に係る説明を「本

件説明」という。）。 

記 

預託金債権については、会員権の口数毎に（中略）、当社の特別清

算手続における協定案認可決定の確定を条件として、２万円以下の部

分までの金額とこれを超過する部分の１％相当額との合計額を当社

がお支払い致します。（※）上記弁済率は暫定的なものであり、当社

ゴルフ場運営事業の価値に関するスポンサー候補者の意向等によっ

ては上記弁済率等が変動する場合もありますので、この旨ご了承下さ

い。 

オ 滞納会社が本件説明会に欠席したため、Ａは、滞納会社に対し、上記説

明会終了後速やかに本件資料を郵便で送付した（以下、本件資料の送付を

「本件通知」という。）が、原告に対しては本件資料を送付しなかった。

（弁論の全趣旨） 

（４）本件会社分割 

ア Ａは、平成２２年２月２５日、ゴルフ場の管理・運営を分離・独立させ

ることとして、同社を新設分割会社とし被告を新設分割設立会社とし、Ａ

が営む本件ゴルフ場に関する権利義務を被告に承継させることを内容とす

る新設分割計画書を作成した（以下、当該計画を「本件分割計画」といい、

当該計画に係る会社分割を「本件会社分割」という。）。 

なお、被告が承継すべき全ての債務については、Ａ及び被告が重畳的債

務引受をするとされたが、本件預託金を含む預託金債務合計３０億３５９

５万円については、本件会社分割による承継の対象とされなかった。 

イ Ａは、平成２２年３月１８日、本件会社分割の登記を了し、一方、新設
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分割設立会社である被告は、同日、設立の登記が了したことによって成立

した。被告の本店所在地は、Ａと同じで、被告の代表取締役には、本件ゴ

ルフクラブの会員であるＤが就任した。また、設立時発行の株式数は２０

０株（資本金は５００万円）であり、その全株式がＡに交付された。 

ウ 被告は、本件会社分割により本件ゴルフ場の運営権を承継し、平成２２

年３月１８日以降、Ａが本件会社分割前に本件ゴルフ場の事業主体を表示

する名称として用いていた「Ｙカントリー倶楽部」という名称を引き続き

使用して、本件ゴルフ場を経営している。 

（５）本件特別清算申立て 

ア Ａは、平成２２年４月３０日付で法人の解散決議を了し、同年５月１４

日付で代表取締役であったＥが代表清算人に就任し、法人の解散登記を了

した。 

イ Ａは、平成２２年１２月２４日、札幌地方裁判所に対し特別清算開始を

申し立てた（同裁判所平成●●年（○○）第●●号特別清算開始申立事件。

以下「本件特別清算申立て」という。） 

ウ 札幌地方裁判所は、平成２３年３月２８日、Ａについて、特別清算の開

始を命ずる決定（以下「本件特別清算開始決定」という。）をした。 

（６）会社法２２条１項類推適用に基づく本件返還請求権２に対する差押え 

ア 原告は、滞納会社に対し、平成２３年６月３日時点で、既に納期限を経

過した法人税、消費税及び地方消費税合計１３３８万３１６０円の租税債

権（以下「本件租税債権」という。）を有していた。 

イ 原告は、被告は本件会社分割によってＡから本件ゴルフ場の事業を承継

し本件ゴルフクラブの名称を引き続き使用しているものであるから、会社

法２２条１項の類推適用により滞納会社に対し本件預託金５２０万円を返

還すべき義務を負うと主張して、平成２３年６月３日、本件租税債権を徴

収するため、国税徴収法６２条の規定に基づき、滞納会社が被告に対して
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有する預託金返還請求権（以下「本件返還請求権２」という。）を差し押

さえた上、被告に対し差押通知書を送達した。これにより、原告は、同法

６７条１項に基づき本件返還請求権２について取立権を取得した。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

（１）会社法２２条１項の類推適用と同条２項の適用又は同項の類推適用の可否

について 

（原告の主張） 

ア 被告は、本件会社分割によりＡから本件ゴルフ場の事業を承継し、Ａが

事業主体を表示する名称として用いていた本件ゴルフクラブの名称を引き

続き使用しているものであるから、会社法２２条１項の類推適用により、

滞納会社に対し、本件返還請求権２に基づく本件預託金５２０万円を返還

すべき義務を負う。 

原告は、平成２３年６月３日、国税徴収法６２条に基づき本件返還請求

権２を差し押さえ、その結果、原告は、同法６７条１項に基づき取立権を

取得した。 

よって、原告は、被告に対し、取立権に基づき、滞納会社が被告に対し

て有する本件返還請求権２に基づく本件預託金５２０万円の支払を求める。 

イ 会社法２２条２項の適用又は同項の類推適用について 

（ア）事前の通知が会社法２２条２項の「通知」に当たるか 

被告は、Ａが本件会社分割前に本件通知をしていることをもって、会社

法２２条２項が適用され又は同項が類推適用されると主張するが失当で

ある。すなわち、本件通知のうち本件説明には、被告がＡの預託金債務を

承継しないとの明確かつ確定的な記載がない。また、本件通知は、本件会

社分割前にされたものである上に、本件会社分割後も、Ａ又は被告から、

被告が預託金債務を承継しない旨債権者等に通知した事実もない。 

したがって、本件通知は会社法２２条２項の要件を満たしておらず、か
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つ同項の類推適用も認められない。 

（イ）差押債権者が会社法２２条２項の「第三者」に該当するか 

原告たる徴収職員の取立権は、国税徴収法６７条１項により創設的に取

得するものであって、この取立権の取得により、徴収職員は、取立のため

に必要な滞納者が有する権利と同一内容の権利を行使することができる。

これにより、差押債権者である原告は、滞納会社と同様の債権者の立場に

立つことになり、原告と第三債務者たるＡとの関係は、私法上の債権者・

債務者という関係と異なるところはない。 

また、会社法２２条１項の目的が債権者の外観に対する信頼を保護する

という点にあることに鑑みると、Ａの差押債権者たる原告も、当然に同項

により保護される第三者に該当する。 

ウ 最高裁平成２０年６月１０日判決にいう「特段の事情」の有無について 

最高裁平成２０年６月１０日判決にいう「特段の事情」とは、登記又は

通知以外の方法により、債務を引き継がなかったことを明らかにしたとい

えるような場合をいうと解される。被告においては、本件通知以外の方法

により、債務を引き継がなかったことを明らかにしておらず、本件通知の

内容も不十分なものであるから、前記「特段の事情」があるとは認められ

ない。 

（被告の主張） 

ア 否認又は争う。 

被告には、会社法２２条２項が適用され又は同項の類推適用が成立する

ため、原告が主張する同条１項の責任を負わない。仮に、同条２項の適用

が認められないとしても、被告には最高裁平成２０年６月１０日判決にい

う「特段の事情」が認められ、会社法２２条１項の責任を負わない。 

イ 会社法２２条２項の適用又は同項の類推適用について 

（ア）事前の通知が会社法２２条２項の「通知」に当たるか 
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本件において、Ａは、本件会社分割直前に、滞納会社を含む会員に対し、

預託金債務を承継しないことを明らかにした本件通知を行っている。そし

て、係る事前の通知も、会社法２２条２項の「通知」に含まれると解され

るし、仮に含まれないとしても、事業承継直前に通知が行われている場合

についても、同項の趣旨が妥当するから、被告は同条２項又は同項の類推

適用により免責される。 

（イ）差押債権者が会社法２２条２項の「第三者」に該当するか 

会社法２２条２項は、譲渡会社に対して債権を有する者を保護する規定

であるところ、差押債権者は譲渡会社に対して取立権を有するに過ぎず、

そもそも差押債権者においては続用された譲受会社の商号等を信頼する

理由はない。 

したがって、原告は、会社法２２条２項の「第三者」に該当せず、Ａが

原告に対し本件通知をしなかったことをもって、会社法２２条１項の類推

適用が認められるものではない。 

ウ 最高裁平成２０年６月１０日判決にいう「特段の事情」の有無について 

最高裁平成２０年６月１０日判決は、ゴルフ場運営会社の会社分割によ

り当該ゴルフ場の事業を承継した会社が従前のゴルフ場の名称を引き続き

使用した場合における、会社法２２条１項の適用の可否が争われた事案に

おいて、「譲受会社が譲受後遅滞なく当該ゴルフクラブの会員によるゴル

フ場施設の優先的利用を拒否したなど特段の事情がない限り」譲受会社は

会社法２２条１項の類推適用により預託金を返還すべき義務を負う旨判示

し、「特段の事情」がある場合には会社法２２条１項の類推適用が否定さ

れるとした。 

Ａは、本件会社分割に先立ち、本件通知等により滞納会社を含む会員に

対し預託金債務を承継しないことを明らかにしているものであるから、前

記判決にいう「特段の事情」が認められ、会社法２２条１項の類推適用は
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否定される。 

（２）取立権に基づき滞納会社が被告会社に対して有する詐害行為取消権を行使

することの可否について 

（原告の主張） 

ア 原告は、本件返還請求権１を差し押さえたことにより、同請求権の取立

権を取得したものである。この場合、滞納会社が被差押債権を被保全債権

として被告に対し詐害行為取消権を有するときは、取立権の効力により上

記取消権を行使することができると解されるところ、本件会社分割は詐害

行為として取り消され得るものである。 

イ 本件会社分割の詐害性 

本件会社分割では、新設分割設立会社である被告への承継対象資産は合

計２７億４６９５万３０３４円とされ、これにＢに対する債権である協力

金２７億３０００万円（以下「協力金債権」という。）が含まれていたの

に対し、預託金債務３０億３５９５万円については承継対象負債から除外

されていた。 

他方で、Ａは、本件会社分割によって承継させた権利義務の対価として、

被告の発行する全株式２００株の交付を受けているが、上記株式は、非上

場株式である上に、上記株式の評価額は、５０１万８０００円に過ぎない

ものであった。 

結局、Ａは、本件会社分割により約２７億円もの資産を逸出したという

べきであり、本件会社分割は詐害行為に該当する。 

ウ 詐害意思 

Ａの代表者代表取締役であったＥは、前回訴訟時及び本件会社分割時に

その地位にあったとともに、その後、Ａの清算人に就任した者であり、本

件会社分割前後における財産状況等を認識していた。 

したがって、Ａにおいて、本件会社分割が同社の総債権者を害する行為
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に当たることを当然認識していたというべきであるから、Ａに詐害意思が

あったと認めることができる。 

エ 取消しの範囲及び原状回復の方法 

本件会社分割により承継された資産は、個別の権利として特定されてお

らず、さらに、本件会社分割後、被告が事業を継続していることからする

と、上記資産に変動が生じていることは容易に推認されるから、債権者で

ある原告にとって、承継された上記資産を特定してこれを返還させること

は著しく困難である。そうすると、原告は、本件会社分割によって移転し

た資産の現物返還に代えてその価格賠償を請求することができるというべ

きである。 

したがって、原告は、預託金５２０万円の範囲で、本件会社分割を詐害

行為として取り消すとともに、被告に対し価格賠償として５２０万円の支

払を求める。 

（被告の主張） 

否認又は争う。 

ア Ｂは実質債務超過であり協力金債権の回収が見込めないこと 

本件会社分割により被告に承継された協力金債権は、Ｂが実質債務超過

に陥っているため回収の見込みがないものであった。また、Ａは、本件分

割前においては、預託金債務を返済するだけの資力がなかったものである

から、本件会社分割前後を通じて、Ａには実質的な責任財産の減少はなか

った。 

他方で、本件会社分割後に行われるＡの特別清算手続の中で、Ａに譲渡

された被告株式が売却されれば、Ａの責任財産は増殖し、これを預託金債

務の返済原資に充てることが可能となるものであるから、本件会社分割が

詐害行為に該当しないことは明らかである。 

イ 本件特別清算開始決定がされていること 
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会社法５１４条は、同条３号において特別清算によることが債権者の一

般の利益に反することが明らかである場合、又は、同条４号において不当

な目的で特別清算開始の申立てがされた場合には、裁判所は特別清算開始

の命令をすることができない旨規定する。このことから、特別清算手続開

始決定がされた場合には、当該特別清算手続について会社法５１４条が定

める除外事由が存在しないことを意味し、特別清算手続申立てに先立って

行われた会社分割についてもその詐害性が否定される。 

本件においてＡは、札幌地方裁判所において開始前審尋を受け、本件特

別清算手続開始決定を受けたものであるから、本件会社分割に詐害性はな

い。 

（３）滞納会社が被告に対して有する詐害行為取消権の代位行使の可否について 

（原告の主張） 

ア 原告は前記（２）の詐害行為取消権の行使とは別に、本件租税債権を被

保全債権とする債権者代位権に基づいて、滞納会社が被告に対して有する

詐害行為取消権を代位行使することができる（なお、原告は、前記（２）

の請求とは選択的併合であると主張するが、これが失当であることは前記

事案の概要に記載したとおりである。）。 

すなわち、国税債権者たる原告は、納税者がその債務者に対して詐害行

為取消権を行使しない場合には、民法４２３条を準用する国税通則法４２

条に基づき、滞納となった租税債権を保全するため、納税者に代わって詐

害行為取消権を行使することができる。 

イ 原告が債権者代位権を行使する要件を有すること 

本件においては、①滞納会社が平成２０年１２月ころには営業を停止し

事実上の倒産状態にあり、本件返還請求権１を保全するために詐害行為取

消権を自ら行使する見込みがないこと、②滞納会社が無資力であることが

明らかであること、③原告が滞納会社に対し本件租税債権を有しており、
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この納期限が既に経過していることなどの事情が認められ、原告は、国税

の滞納処分において民法４２３条を準用する国通則法４２条に基づき、債

権者代位権を行使しうる要件を全て充足している 

ウ 本件会社分割が詐害行為に該当すること 

前記（２）の（原告の主張）に同じ。 

（被告の主張） 

否認又は争う。前記（２）の（被告の主張）に同じ。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）会社法２２条１項の類推適用と同条２項の適用又は同項の類推適

用の可否について 

（１）会社法２２条１項の類推適用について 

ア 会社法２２条１項は、事業を譲り受けた会社が譲渡会社の商号を引き続

き使用する場合には、その譲受会社も、譲渡会社の事業によって生じた債

務を弁済する責任を負う旨規定しているところ、一般に、預託金会員制の

ゴルフクラブの名称がゴルフ場の事業主体を表示するものとして用いられ

ている場合において、ゴルフ場の事業が譲渡され、譲渡会社が用いていた

ゴルフクラブの名称を譲受会社が引き続き使用しているときには、譲受会

社が譲受後遅滞なく当該ゴルフクラブの会員によるゴルフ場施設の優先的

利用を拒否したなどの特段の事情がない限り、譲受会社は、会社法２２条

１項の類推適用により、当該ゴルフクラブの会員が譲渡会社に交付した預

託金の返還義務を負うものと解するのが相当である（最高裁平成１６年２

月２０日第二小法廷判決・民集５８巻２号３６７頁参照。以下「平成１６

年判決」という。）。このことは、ゴルフ場の事業が譲渡された場合だけ

ではなく、会社分割に伴いゴルフ場の事業が他の会社又は設立会社に承継

された場合にも同様に妥当するというべきである（最高裁平成２０年６月

１０日第三小法廷判決・裁判集民事第２２８号１９５頁参照。以下、平成
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１６年判決を引用する部分も併せて「平成２０年判決」という。）。 

イ 被告が、Ａから本件会社分割により本件ゴルフ場の運営権を承継し、Ａ

が本件ゴルフ場の事業主体を表示する名称として用いていた本件ゴルフク

ラブの名称を引き続き使用して、本件ゴルフ場を経営していることは前提

となる事実で認定したとおりである。 

このような場合、本件ゴルフクラブの名称を引き続き使用している被告

としては、会社法２２条２項所定の要件を充足する場合や平成２０年判決

のいう「特段の事情」がない限り、会社法２２条１項の類推適用により本

件預託金を返還すべき義務を負うことになるものである。 

（２）会社法２２条２項の適用又は同項の類推適用の可否について 

ア 被告は、本件会社分割に先立ち、滞納会社に対し本件通知を発送してお

り、このような事前の通知も会社法２２条２項の「通知」に含まれ、被告

は会社法２２条１項の責任を負わないと主張する。 

会社法２２条２項は、事業を譲り受けた後、遅滞なく、譲受会社がその

本店の所在地において譲渡会社の債務を弁済する責任を負わない旨を登記

した場合や、事業を譲り受けた後、遅滞なく、譲受会社及び譲渡会社から

第三者に対しその旨の通知をした場合において、その通知を受けた第三者

については同条１項を適用しない旨規定している。 

前提となる事実で認定したとおり、Ａが滞納会社に対し本件通知を送付

したことが認められるものの、同通知は、Ａのみから、本件会社分割前に

なされたものである。前記のとおり会社法２２条２項は、「事業を譲り受

けた後、遅滞なく」と事後の通知であることを明確に規定しており、加え

て同項は「譲受会社及び譲渡会社」双方から第三者に対し通知することを

要する旨を規定しているのであるから、譲渡人のみからなされた事前の通

知を、同項の「通知」に含めて解釈することは文理上困難である。また、

事前の通知は、必ずしも後に行われる事業譲渡等の内容を正確に反映した
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ものになるとは限らず、事前の通知内容と実際の事業譲渡等の内容に齟齬

を生じた場合、かえって債権者の信頼を害するおそれがあることからする

と、実際上も、事前の通知を同項の「通知」と含めることは不都合である。 

したがって、本件通知は、会社法２２条２項の要件を充たすものではな

くこれをもって同項を直接適用することはできない。 

イ また、被告は、本件通知が会社法２２条２項の「通知」に含まれないと

しても、同項を類推適用すべきであると主張する。 

しかしながら、会社法２２条２項の解釈として事前の通知を含めること

ができない理由が前記のとおりであることからすれば、同項の類推解釈と

しても事前の通知を含めることもまたできないというべきである。被告の

主張する事情については、平成２０年判決にいう「特段の事情」の有無を

判断する中で考慮すれば足りるというべきであり、被告の前記主張は採用

することができない。 

（３）平成２０年判決にいう特設の事情 

ア 次に、本件については平成２０年判決にいう「特段の事情」が認められ

るか検討する。 

前記のとおり平成２０年判決は、ゴルフクラブの名称を譲受会社が引き

続き使用しているときには、譲受会社が譲受後遅滞なく当該ゴルフクラブ

の会員によるゴルフ場施設の優先的利用を拒否したなどの特段の事情がな

い限り会社法２２条１項の類推適用が認められると解している。その理由

は、事業譲渡等がされた後もゴルフクラブの名称が引き続き使用されてい

る場合には、ゴルフ場の会員等において、同一事業主体による事業が継続

しているものと信じたり、事業主体の変更があったけれども当該事業を承

継した会社に承継されたと信じたりすることに無理からぬものがあるから

である。 

イ（ア）そこで検討するに、前提となる事実によれば、Ａは、平成２２年１
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月２２日に理事等説明会を開き、同年２月２６日、本件説明会を開催

して、ゴルフ場プレー権及び預託金の取扱いについて説明を行うとと

もに、滞納会社を含む本件説明会に欠席した会員については、本件資

料を郵送して本件通知を行ったものである。 

そして、本件資料に記載された本件説明の内容についてみるに、資料

１においては、「事業の収益に応じた適正規模の負債を新会社へ承継さ

せることとし」たとのみ記載され、同資料の第２の再建スキームの部分

においては「④ 新会社が運営する「Ｙカントリークラブ」に新たに入

会される会員の皆様の預託金につきましては、今後予定している特別清

算手続における権利変更後の預託金債務を当社から免責的に債務引受

するとともに、新会社において会員の皆様のプレー権を従前どおり保障

いたします。」と記載されていた。 

（イ）この点につき、資料１の第５において、新会社の会員となることを

希望した者の預託金債権については、会員権の口数毎にＡの特別清算

手続における協定案認可決定の確定を条件として、２万円以下の部分

までの金額とこれを超過する部分の２％相当額との合計額を新会社が

債務引受けし、同合計額を額面とする新会員権証書を発行・交付する

予定となっている旨記載され、他方で、新会社の会員となることを希

望しなかった者の預託金債権については、前記認可決定の確定を条件

として、２万円以下の部分までの金額とこれを超過する部分の１％相

当額との合計額をＡが支払う旨記載されていた。 

（ウ）上記各記載については、「免責的に債務引受する」との文言のみか

らは、被告が預託金債務を承継するか否か判然としないものがあるも

のの、資料１の第５の記載と併せ読めば、新会社たる被告の会員とな

ることを希望する者の預託金債権については、本件特別清算手続にお

ける認可決定の確定を条件として上記の限度で被告に承継されその余
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の部分は承継されないこと、また新会社たる被告の会員となることを

希望しない者の預託金債権については、被告に承継されず、本件特別

清算手続における認可決定の確定を条件として、Ａから上記の限度で

返還されることを述べていると理解することも可能である。 

（エ）以上の事実からすると、本件においては、Ａは、滞納会社を含む会

員に対し、新会社である被告が預託金債務の一部を承継しない可能性

があることを、本件通知をもって説明したということができる。 

そして、本件通知によれば、平成２４年４月末日ころまでに継続又は

退会の意思表示を示さなかった会員は、被告の会員となることを希望し

たものとして取り扱うこととされている（乙３）。滞納会社にあっては、

原告が取立権に基づき、Ａに対し、平成１６年７月７日に本件ゴルフク

ラブから退会させる意思表示をしたものであるから、滞納会社としては、

本件通知により、新会社となる被告の会員となることを希望していない

者に該当し、預託金債務が被告に承継されない可能性があることを認識

し又は認識し得たというというべきである。 

そうすると、被告が本件ゴルフクラブの名称を引き続き使用していた

としても、滞納会社においては、預託金債務が承継されたと信じ又は信

じたことに無理からぬ事情があるとはいえず、平成２０年判決にいう特

段の事情があると認められ、被告は会社法２２条１項の類推適用による

責任を負わないというべきである。 

ウ これに対し、原告は、本件通知はＡのみからなされたものであることを

もって平成２０年判決にいう特段の事情が認められないと主張するようで

ある。 

確かに、会社法２２条２項は、同条１項の責任を免責する要件として、

第三者の主観的要件を問うことなく、債務の弁済につき責任を負わない旨

の登記又は譲渡人及び譲受人双方からなされる遅滞なき事後の通知という



 

 20

明確な手続によることを要求している。 

しかしながら、本件事案は、会社法２２条１項を直接適用するものでは

なく、同項の趣旨をゴルフクラブの名称を引き続き使用する者に及ぼし類

推適用することの可否が問題となっている事案であるから、その例外であ

る平成２０年判決にいう特段の事情を判断するにあたっても、会社法２２

条２項のように厳格な手続を要求せず、これと別異に解することも可能で

あると解される。 

この点、平成２０年判決が会社法２２条１項の類推適用を認める理由は、

事業譲渡等がされた後もゴルフクラブの名称が引き続き使用されている場

合には、ゴルフ場会員等において、同一事業主体による事業が継続してい

るなどと信じたりすることが無理からぬからであるが、前記のとおり、滞

納会社においては、預託金債務が承継されたと信じ又は信じたことに無理

からぬ事情があるとはいえないから、会社法２２条１項を類推適用すべき

前提を欠くといえ、事後に被告から同様の通知がなされていないとしても、

前記認定判断を何ら左右するものではない。 

エ また、原告は、差押えにより取立権を取得した者も会社法２２条１項の

「第三者」に該当すると主張し、本件において、被告又はＡが原告に対し

本件通知等を行っていないことをもって、前記特段の事情が認められない

と主張するようである。 

この点、原告は、差押えにより取立権を取得したことをもって、滞納会

社と同一の内容を有する権利を取立のために行使することができる地位を

得たものであるから、本件で類推適用されるところの会社法２２条１項の

「第三者」に該当すると考える余地はある。 

しかしながら、本件において、原告は、滞納会社が被告に有すると主張

する本件返還請求権２を差し押さえたことにより取得した取立権に基づき、

その給付を求めるに過ぎないのであって、そもそも、前記のとおり、被告
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が滞納会社との関係で会社法２２条１項の類推適用に基づく責任を負わず、

本件返還請求権２の存在を認めることができない以上、原告が取立権を行

使する前提を欠くというべきである。 

（４）小括 

よって、原告の被告に対する主位的請求には理由がない。 

２ 取立権に基づき滞納会社が被告会社に対して有する詐害行為取消権を行使す

ることの可否について 

（１）前提となる事実、証拠及び弁論の全趣旨によれば以下の事実を認めること

ができる（証拠を挙げていない事実は当事者間に争いがない。）。 

ア 原告の滞納会社及びＡに対する債権等 

（ア）滞納会社は、平成３年８月２日、Ａとの間で、本件ゴルフクラブの入

会契約を締結し、Ａに対し、本件預託金５２０万円を支払い、本件ゴル

フ会員権を取得した。 

（イ）原告は、平成１５年９月８日、国税徴収法６２条の規定に基づき、滞

納会社がＡに対して有する本件返還請求権１を差し押さえた上、Ａに対

し、差押通知書を送達した。これにより、原告は、国税徴収法６７条１

項の規定により、被差押債権である本件ゴルフ会員権の取立権を取得し

た。 

（ウ）原告の徴収担当者は、平成１６年７月７日、Ａに対し、取立権に基づ

き、滞納会社を本件ゴルフクラブから退会させる意思表示をし、本件預

託金の返還を求めたがＡは、預託金の据置期間の延長決定等があったこ

とを理由に支払に応じなかった。 

（エ）そこで、原告は、平成２１年３月４月、Ａに対し、差し押さえた本件

返還請求権１に基づく給付（前記退会の日の翌日から年６分の商事法定

利率による遅延損害金を含む。）を求める取立訴訟を当庁に提起し、平

成２１年１１月６日に請求を認容する判決を得た。その後、同判決は上
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訴等の手続を経て確定した。 

（前提となる事実） 

イ 本件会社分割前のＡの財産状況 

（ア）Ａは、平成２年ころに本件ゴルフ場を開場したものの、平成４年をピ

ークに入場者数が漸次減少し、損益は悪化の一途を辿っていた。（乙１

～５） 

（イ）Ａの平成２１年１２月３１日時点における財産状況は、資産総額が２

７億８８４１万８５０１円であるのに対し、負償総額は３４億１０００

万２０７０円であり６億２１５８万３５６９円の債務超過状態に陥って

いた。（甲３の１４） 

（ウ）その結果、Ａは、平成２２年５月の預託金償還期限においても会員に

対し預託金を返還することが困難な状態となっており、この状態は本件

会社分割前も同様であった。 

（甲３の１４、乙１～５） 

ウ 本件会社分割と分割の内容 

（ア）Ａは、平成２２年２月２５日、ゴルフ場の管理・運営を分離・独立さ

せることとして、被告を新設分割設立会社とし、Ａが営む本件ゴルフ場

に関する権利義務を被告に承継させる本件分割計画を作成した。（前提

となる事実） 

（イ）Ａは、平成２２年３月１８日、本件会社分割の登記を了し、一方、新

設分割設立会社である被告は、同日、設立の登記が了したことによって

成立した。被告の本店所在地は、Ａと同じで、被告の代表取締役には、

本件ゴルフクラブの会員であるＤが就任した。（前提となる事実） 

（ウ）本件会社分割においては、新設分割設立会社である被告への承継対象

資産は２７億４６９５万３０３４円（内訳は、現金・預貯金等の流動資

産５１６万８４００円、建物・建物付属設備・機械・装置等の有形固定
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資産１１１１万２００１円、無形固定資産６７万２６３３円、協力金債

権２７億３０００万円）、承継対象負債は３億７１１２万３６９０円と

され、被告が承継すべき全ての負債についてＡ及び被告が重畳的債務引

受をするとされたのに対し、預託金債務３０億３５９５万円については

承継対象負債から除外された。（枝番を含む甲５） 

（エ）Ａは、本件会社分割によって承継させた権利義務の対価として、被告

の発行する全株式２００株の交付を受けており、会計処理上、子会社株

式として２７億４７４３万８６９５円と評価し、その結果、本件会社分

割前後を通じて、計算上はＡの財産に増減はないとされた。（甲５の１、

甲３の６） 

（オ）原告及び滞納会社を含む会員は、新設分割会社であるＡに対し預託金

債務の履行を請求することができる債権者であることから、会社法８１

０条１項２号に定める新設分割について異議を述べる機会を有しなかっ

た。 

エ 本件会社分割後のＡの財産状況 

Ａの解散時（平成２２年４月３０日時点）の財産状況は、資産総額１７

５６万円に対して、負債総額は３３億２８０２万円であり、３３億１０４

６万円の実質債務超過の状態にあった。（甲３の１４） 

（２）取立権に基づき滞納会社が被告に有する詐害行為取消権を行使できるか否

か 

原告が、平成１５年９月８日に本件返還請求権１を差し押さえ、これによ

り、国税徴収法６７条１項の規定により本件返還請求権１につき取立権を取

得したことは前記のとおりである。 

この場合、原告は、滞納会社と同一の内容を有する権利を取立のために行

使することができると解され、滞納会社が被告に対して詐害行為取消権を行

使することができる場合には、原告は、取立のため必要な範囲内で、上記詐
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害行為取消権を行使することができると解するのが相当である。 

したがって、滞納会社が本件会社分割を詐害行為として取り消すことがで

きる場合には、原告も取立権に基づき、取立に必要な範囲で本件会社分割を

詐害行為として取り消すことができるというべきである。 

（３）本件会社分割が詐害行為に当たるか否か 

ア 次に、滞納会社がＡに対して本件返還請求権１を有することは当事者間

に争いがない事実であるところ、滞納会社が上記請求権を被保全債権とし

て、本件会社分割を詐害行為として取り消すことができるか検討する。 

その前提として、そもそも会社分割のような会社の組織上の行為が、詐

害行為取消の対象となるか検討するに、株式会社を設立する新設分割がさ

れた場合において、新設分割設立会社にその債権に係る債務が承継されず、

新設分割について異議を述べることもできない新設分割会社の債権者は、

詐害行為取消権を行使して新設分割を取り消すことができると解するのが

相当である（最高裁平成●●年（○○）第●●号同２４年１０月１２日第

二小法廷判決・裁判所時報第１５６５号参照）。 

そして、本件会社分割が詐害行為に該当するか検討するにあたっては、

詐害行為取消権が総債権者の共同担保の保全を目的とするものであること

から、当該法律行為の前後を通じて計算上一般財産が減少したか否かとい

う観点からだけではなく、一般財産の共同担保としての価値を実質的に毀

損し、債権者が自己の有する債権について弁済を受けることが困難となっ

たと認められる場合には詐害行為に該当すると評価するのが相当である。 

イ（ア）前記のとおり、Ａは、平成２１年１２月３１日時点において６億２

１５８万３５６９円の債務超過状態に陥っており、その結果、Ａは、

平成２２年５月の預託金償還期限においても会員に対し預託金を返還

することが困難な状態になっていたものである。 

そして、証拠（乙１～３）によれば、Ａは、上記のとおり損益が悪化
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する中で本件ゴルフ場の運営を継続するための手法として、Ａから被告

に必要不可欠な資産及び適正規模の負債を移転させるとともにＡを清

算させることを企図し本件会社分割を行ったものであるが、前記のとお

り、本件会社分割により、Ａが有するほとんど全部の資産が被告に承継

されたのに対し、負債については３億７１１２万３６９０円が承継され

たにとどまる上に、承継負債についてはＡと被告が重畳的に債務引受を

したが、Ａの総債務の約９割を占める預託金債務３０億３５９５万円に

ついては承継対象とならず、Ａの残存債務とされたものである。 

これらの事情からすると、本件会社分割は、本件ゴルフ場の運営・経

営については実質的な変更を加えることなく、その運営上負担となって

いる預託金債務のみを切り離して、その返還を実質的に免れることを目

的として行われたものであると評価することができる。 

（イ）また、Ａは、本件会社分割の対価として、被告の発行する全株式２

００株（以下「被告株式」という。）の交付を受けており、これを子

会社株式として２７億４７４３万８６９５円と評価し会計処理を行っ

ていることから、計算上は本件会社分割の前後を通じて、Ａの財産に

増減はないものとされている。 

しかしながら、被告株式は非上場の株式で流動性がなく財産評価及び

換価などに著しい困難を伴うものであり、その評価額も実際は５０１万

８０００円（甲３の５、同の６、弁論の全趣旨）とされていることから

すると、Ａは、本件会社分割の対価として５０１万８０００円相当の株

式の交付を受けたにとどまるというべきである（被告は、）。 

その結果、Ａは、本件会社分割後の平成２２年４月３０日の時点にお

いて、資産総額が１７５６万００３６円であるのに対し、負債総額が３

３億２８０２万００９１円と大幅な債務超過状態となったと認められ

る。 
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（ウ）そうすると、Ａは、前記のような預託金債務の返還を免れる目的の

下、本件会社分割を行い、上記のとおりの本件会社分割前よりも大幅

な債務超過状態となったといえ、これによりＡの一般財産の共同担保

としての価値が実質的に毀損されたと評価することができる。 

したがって、本件会社分割は、詐害行為に当たるというべきである。 

（エ）なお、被告は、本件特別清算手続の中でＡが有する被告株式を売却

すれば責任財産が増殖すると主張するが、本件全証拠によっても、本

件口頭弁論終結時において、被告株式の評価額が上記５０１万８００

０円を超えるものであると認めることができないことからすると、こ

れをもって本件会社分割が詐害行為に当たらないと評価することはで

きない。 

ウ 以上のとおり、本件会社分割は詐害行為に該当するといえるところ、前

記認定したとおり原告及び滞納会社を含む会員は、新設分割会社であるＡ

に対し預託金債務の履行を請求することができる債権者であるため、会社

法８１０条１項２号に定める新設分割について異議を述べる機会を有しな

かったものであるから、本件会社分割を詐害行為として取り消すことがで

きるというべきである。 

エ これに対し、被告は、本件会社分割により被告に承継された協力金債権

は、Ｂが実質債務超過に陥っているため回収の見込みがないものであり、

本件会社分割前後を通じて、Ａには実質的な責任財産の減少はなかったと

主張する。 

しかしながら、前記に説示したとおり、本件会社分割は、その目的及び

態様等の点から判断して、実質的にＡの一般財産の共同担保としての価値

を毀損するものであるから、被告の上記主張によっても前記認定判断が左

右されるものではないというべきである。 

また、Ｂが実質的に債務超過状態にあることは認められるものの（乙４）、
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同社から協力金債権を回収することが不可能となったことが確定したと認

めるに足りる証拠もないことからすれば、被告の上記主張は採用すること

ができない。 

オ なお、被告は、本件においてＡは、札幌地方裁判所において開始前審尋

を受け、本件特別清算手続開始決定を受けたものであるから、本件会社分

割に詐害性はないと主張するが、特別清算手続と詐害行為取消権とは、そ

の趣旨・目的を異にする別個の制度である以上、上記手続が開始されたか

らといて、本件会社分割が詐害行為に該当すると判断することが妨げられ

るものではない。 

したがって、被告の上記主張を採用することはできない。 

（４）被告の詐害意思の有無について 

前記に認定したとおり、Ａの代表者代表取締役であったＥは、前回訴訟時

及び本件会社分割時にその地位にあったものであり、その後、Ａの清算人に

就任したものである。 

このことからすると、前記Ｅは、本件会社分割時のＡの財産状況、本件会

社分割の内容及び本件会社分割後のＡの実質的な財産状況を認識し、その上

で預託金債務を免れる目的で本件会社分割を行ったと認められるから、Ａに

おいては、本件会社分割が同社の総債権者を害する行為に当たることを当然

認識していたと認めることができる。 

したがって、Ａに詐害意思があったと認めることができる。 

なお、本件においては、被告は、抗弁として受益者たる被告が悪意でない

旨の主張をしていないので、この点について判断する必要がない。 

（５）取消の範囲方法について 

本件会社分割が詐害行為として取り消されたときの原状回復の方法として

は、承継した資産を現物返還させるのが原則ではある。 

しかしながら、本件会社分割後、被告が事業を継続していることからする
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と、上記資産に変動が生じていることは容易に推認されるから、承継された

上記資産を特定してこれを返還させることは著しく困難である。 

したがって、本件においては、本件会社分割によって移転した資産の現物

返還に代えて、その価格賠償を請求することができるというべきである。 

（６）小括 

ア 以上のとおり、本件会社分割は詐害行為に該当するところ、滞納会社は、

Ａに対し、本件返還請求権１を被保全債権として、本件会社分割を本件預

託金５２０万円の範囲で詐害行為として取り消すとともに、受益者である

被告に対し価格賠償として５２０万円の支払を求める権利を有していたと

いうことができる。 

イ もっとも、附帯請求については、その始期及び利率について前記事案の

概要１に記載のとおり当事者間に争いがないものの、価格賠償が詐害行為

取消権の行使の結果発生する金銭債権であることからすると、本判決の確

定の日の翌日から支払済みまで争いのない商事法定利率年６分の割合によ

る遅延損害金を請求する限度で認めるのが相当である（なお、このことは、

原告が滞納会社の詐害行為取消権を代位行使する場合であっても同様であ

る。）。 

ウ 以上から、原告は、取立権に基づき、滞納会社が有する上記詐害行為取

消権を行使して、被告に対し、本件会社分割を取り消すとともに、上記の

限度で価格賠償を請求することができる。 

３ 結論 

よって、争点（３）について判断するまでもなく、原告の予備的請求は上記

の限度で理由があるから認容することとし、主位的請求及びその余の予備的請

求（争点（３）について判断する必要がない以上、附帯請求部分に限られるこ

とは当然である。）は理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決す

る。 
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